
高齢者あんしん相談窓口　函館市地域包括支援センター運営法人公募に係る質問と回答

№ 質　　　問 回　　　答

1

【公募要項７ページ】

８　運営に関する経費等について，「※運営費（基本事業分）は，職員

配置基準の職種・人数に基づく額です。」とあるが，委託仕様書６ペー

ジの運営費（基本事業分）に記載されている①３職種，②事務職員，③

ブランチ職員の年間の委託料を職員配置基準に掛け合わせても，公募

要項７ページの表中の運営費（基本事業分）と同じ額にならないのはな

ぜか。

各圏域の運営費（基本事業分）には，職員配置基準の職種・人数に基

づくもののほか，各圏域一律に研修参加旅費相当分として８６，９８０円

を含めております。

（８月２０日回答）

2

【公募要項３ページ】

提出書類の１３番，「法人の指導監査結果についての通知書，指導監

査結果措置状況報告書」について，指導監査が平成２４年度以降行わ

れていない事業所・部署の場合は提出は不要と考えてよろしいか。

また，介護事業所以外の法人に属する病院等についても必要か。

当該提出書類については，平成２４年度以降になされた，社会福祉法

第５６条または医療法第６３～６４条に基づく指導監査や改善措置命令

を対象としております。なお，該当がない場合であっても，提出書類の

目次には書類名を記載し，該当のない旨を記載したものをファイルに綴

じて，インデックスをつけてください。

（８月２０日回答）

3

【公募要項３ページ】

提出書類の１４番，「法人が提供する介護サービスに係る実地指導等の

結果および改善状況報告書の写し」について，平成２４年度以降実地

指導が行われていない介護サービス事業所については，提出は不要と

考えてよろしいか。

お見込のとおりです。なお，その場合であっても，提出書類の目次には

書類名を記載し，該当のない旨を記載したものをファイルに綴じて，イ

ンデックスをつけてください。

（８月２０日回答）

4

【公募要項３ページ】

提出書類の１１番，「市税納税証明書」について，函館市に納税してい

るものだけでよいか。

函館市に納税しているものだけ提出してください。

（８月２４日回答）

5

【公募要項３ページ】

提出書類の１４番，「法人が提供する介護サービスに係る実地指導等の

結果および改善状況報告書の写し」について，函館市外の事業所分も

提出するのか。

函館市内，市外を問わず，全ての事業所分を提出してください。

（８月２４日回答）

1 



№ 質　　　問 回　　　答

6

【公募要項３ページ】

提出書類の１６番，「地域包括支援センター事業計画」について，資金

計画も必要か。

資金計画は不要です。事業実施の考え方や取組内容等を記載してく

ださい。

（８月２４日回答）

7

【公募要項３ページ】

提出書類の１２番，「法人税，消費税および地方消費税の各納税証明

書」について，法人税課税対象にならない場合でも納税証明書は必要

か。

法人税，消費税および地方消費税に未納がないことを確認することか

ら，必要となります。税務署で発行する納税証明書「その３の３（法人税

と消費税および地方消費税）」を提出してください。

（８月２４日回答）

8

【公募要項３ページ】

提出書類の９番，「収支決算書」について，各事業ごとの財務表も必要

か。

各事業ごとの財務表は不要です。

（８月２４日回答）

9

【公募要項４ページ】

４　選定方法の（１）選定方法のプレゼンテーションおよびヒアリングにつ

いて，参加人数の制限はあるのか。

参加人数には制限を設ける予定です。応募法人には別途通知します。

（８月２４日回答）

10

【公募要項３ページ】

提出書類の３番，「登記事項証明書」，４番「定款，寄付行為」につい

て，申請の段階で地域包括支援センターの受託等，地域包括支援セン

ターを事業運営する旨の条文を定款に記載し，登記事項証明書にも記

載されていることが必要か。

必要ありません。

（８月２４日回答）

11

【公募要項３ページ】

提出書類の１９番，「地域包括支援センターの設置予定内容」の様式９

－２中の設置形態において，相談室・会議室に各種項目があるが，これ

は現状の形態ではなく，運営委託決定後の形態を想定して項目を選択

してよろしいか。

お見込のとおりです。

（８月２７日回答）

2 



№ 質　　　問 回　　　答

12

【公募要項６ページ】

６　運営に関する基準の（２）人員配置について，職員については常勤・

専任としているが，契約職員であっても勤務時間がフルタイム（正職員と

同様の勤務時間）である場合は，常勤という理解で差し支えないか。

お見込のとおりです。

（８月２７日回答）

13

【公募要項７ページ】

８　運営に関する経費等の（１）運営に関する経費等について，運営費

および事業費について生活圏域ごとに金額が示されているが，事業費

の積算内訳を教えていただきたい。

また，事業によっては回数等に制限があるとのことであるが，仕様書６

ページに示されている事業の回数制限の有無および回数について教

えていただきたい。

事業費については，委託仕様書６ページの業務ごとの単価に，別紙内

訳の回数等を乗じたものとなっています。

回数等の上限については，別紙内訳の「上限の有無」欄に記載したと

おりです。

（８月２７日回答）

14

【公募要項３ページ】

提出書類の１７番，「地域包括支援センター職員配置計画書」の様式７

について，地域包括支援センター運営法人選定後，氏名を提示した職

員予定者が変更となる場合があったときの取扱いはどのようになるの

か。

受託者には申請書類の内容を遵守していただくことが前提です。配置

予定者が変更となる場合には，その理由を確認したうえで対応を判断し

ます。

（８月２７日回答）

15

【委託仕様書５ページ】

５　職員体制の（１）保健師その他これに準ずる者について，「地域ケ

ア，地域保健等」とあるが，具体的にはどのような業務内容のものか。

地域包括支援センターの職員（事務職員を除く），居宅介護支援事業

所の介護支援専門員，訪問看護業務や在宅訪問による退院支援など

の業務が該当となります。

（８月２７日回答）

16

【公募要項３ページ】

提出書類の１８番，「配置予定職員の履歴書」の様式８について，職歴

記載欄に「事業所名（法人名）」「就職年月」「退職年月」と記載がある

が，当該職員に同一法人内で事業所をまたぐ異動があった場合は，退

職にはならないが事業所は異なるので，どのように記載すればよいか。

「事業所名（法人名）」の欄には，必ず事業所名と法人名を併記してくだ

さい。なお，同一法人内の異動の場合については，就職年月，退職年

月については，異動年月を記載し，欄内に「法人内異動」と記載してく

ださい。

（８月２７日回答）

3 



№ 質　　　問 回　　　答

17

【公募要項３ページ】

提出書類の９～１３番，「収支決算書」「貸借対照表」「市税納税証明書」

「法人税，消費税および地方消費税の各納税証明書」「法人の指導監

査結果についての通知書，指導監査結果措置状況報告書」「法人が提

供する介護サービスに係る実地指導等の結果および改善状況報告書

の写し」は，正本１部については原本，副本（コピー）１０部は原本の写

しでよろしいか。

また，原本の写しとした場合，原本証明は必要か。

１１番「市税納税証明書」および１２番「法人税，消費税および地方消費

税の各納税証明書」のみ，正本として原本を１部提出ください。副本に

は原本証明は不要です。

なお，１３番「法人の指導監査結果についての通知書，指導監査結果

措置状況報告書」について，書類名に「写し」の記載漏れがありました。

申し訳ありませんが，提出いただくのは「写し」となりますので，応募法人

におかれましてはご注意願います。

（８月２７日回答）

18

【委託仕様書１ページ】

２　受託者が設置するセンターの概要の（３）開設時間および休業日②

休業日について，法人の開院記念日も開設しなければならないのか。

また，就業規則を変更（「地域包括支援センターは除く」など）しなけれ

ばならないのか。

法人の開院記念日が委託仕様書の休業日に当たらない場合は，開設

いただくこととなります。

なお，就業規則の変更の必要性などは労働基準監督署にご確認くださ

い。

（９月１日回答）

19

【委託仕様書１ページ】

２　受託者が設置するセンターの概要の（３）開設時間および休業日①

開設時間について，現在，就業規則上8:45～17:15となっている。終了

時間を17:30とする場合，就業規則を変えずに17:15から17:30まで，窓

口を開けておくとよいのか（担当職員は残っている）。または，就業規則

を変更（終業時刻を17:30とする）しなければならないのか。

委託仕様書にある開設時間は，就業規則に定める勤務時間となりま

す。就業規則の変更の必要性などは労働基準監督署にご確認くださ

い。

（９月１日回答）

20

【公募要項４ページ】

３　応募手続の（１）募集手続，②申請書類の受付について，事前連絡

後に書類（正本１部，副本１０部）提出とあるが，製本前に書類の不備内

容の事前確認は可能か。

正本１部を持参し，書類の不備内容を確認されたうえで，副本１０部を

作成・提出いただくことも可能です。その際につきましても，事前に連絡

ください。

（９月１日回答）

21

【委託仕様書５ページ】

５　職員体制の管理責任者について，３職種（保健師，社会福祉士，主

任介護支援専門員）のうち１人を管理責任者とすることとなっています

が，例えば３職種に準ずるものが管理責任者となることは可能か。

また，経験年数は特に必要ないか。

３職種に準ずる者が管理責任者になることは可能です。ただし，３職種

に準ずる者につきましては，３職種の確保が困難である等の事情によ

り，これらの者をやむを得ず配置できない場合に，事前に市と協議した

うえで配置が認められるものであることにご留意ください。

また，管理責任者については，経験年数を要件としておりません。

（９月１日回答）

4 


